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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高は消費税等抜きで表示しております。 

    ２．第99期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

      表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

      す。 

回次 第97期中 第98期中 第99期中 第97期 第98期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 26,769 36,670 40,068 54,582 79,970 

経常利益（百万円） 2,101 1,772 1,324 3,599 2,617 

中間（当期）純利益（百万円） 1,188 993 370 1,972 1,473 

純資産額（百万円） 28,660 30,560 32,906 29,059 31,837 

総資産額（百万円） 48,960 58,338 62,077 50,210 62,340 

１株当たり純資産額（円 銭） 811 63 861 94 868 08  819 67  872 04  

１株当たり中間（当期）純利益 

 金額（円 銭） 
33 66 28 06  10 13 54 19  38 92  

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円 銭） 
33 64 28 00  10 11 54 11   38 80 

自己資本比率（％） 58.54 52.38 51.07 57.87 51.07 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
1,542 1,854 1,071 3,336 4,216 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
-1,514 -4,483 -3,362 -2,561 -6,157 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
-389 258 1,106 -652 568 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
6,221 4,424 4,525 6,694 5,448 

従業員数 

[外、平均臨時雇用人員]（人） 

2,363 

[1,220] 

3,615 

[1,698] 

3,830 

[2,051] 

2,402 

[1,423] 

3,613 

[1,809] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高は消費税等抜きで表示しております。 

回次 第97期中 第98期中 第99期中 第97期 第98期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 23,748 25,182 27,338 48,115 52,329 

経常利益（百万円） 1,765 1,581 1,622 2,857 3,253 

中間（当期）純利益（百万円） 1,091 979 951 1,685 2,753 

資本金（百万円） 3,041 3,041 3,481 3,041 3,481 

発行済株式総数（千株） 36,212 36,212 37,112 36,212 37,112 

純資産額（百万円） 29,211 30,852 33,765 29,536 33,126 

総資産額（百万円） 44,803 48,105 51,311 45,960 51,245 

１株当たり純資産額（円 銭） 827 26 870 16 924 49  833 15  907 38  

１株当たり中間（当期）純利益 

 金額（円 銭） 
30 92 27 65 26 09  46 04  74 14  

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円 銭） 
30 90 27 59 26 03  45 98  73 91  

１株当たり配当額（円） 6.50  7.00   7.00   13.50     14.00 

自己資本比率（％） 65.20 64.13 65.80 64.26 64.64 

従業員数 

[外、平均臨時雇用人員]（人） 

855 

[731] 

904 

[861] 

962 

[1,002] 

871 

[818] 

908 

[952] 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な 

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに連結子会社となりました。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２．全社(共通)として記載されている従業員数は、特定の部門に区分できない管理部門に所属しているものであ

ります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

名称 住所 資本金 主要な事業内容
議決権の所有割
合又は被所有割
合（％） 

関係内容 

三櫻（無錫）汽車部

件有限公司 
中華人民共和国無錫市 

 千米ドル 

10,000 
自動車部品事業 100.0 

自動車部品を製造し販

売 

役員の兼任あり 

上海三櫻汽車管路有

限公司 
中華人民共和国上海市 

 千米ドル 

1,000 
自動車部品事業 60.0 

自動車部品を製造し販

売 

役員の兼任あり 

三櫻（武漢）汽車部

件有限公司 
中華人民共和国武漢市 

 千米ドル 

1,500 
自動車部品事業 100.0 

自動車部品を製造し販

売 

役員の兼任あり 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

自動車部品事業 2,573(1,910) 

電器部品事業 74 (3) 

設備その他事業 58 (4) 

全社(共通) 1,125 (134) 

合計 3,830(2,051) 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 962 (1,002)  



(3)労働組合の状況 

 当社の労働組合は三櫻工業労働組合と称し、昭和22年12月12日労働組合法によって設立され、上部団体の全トヨ

タ労働組合連合会に加盟しております。部課長、秘書、人事経理担当、試用者及びパートタイマーを除く従業員を

もって構成し、組合員720人（平成18年９月末現在）の単一組合組織であります。 

 当社と組合の間は労働協約にもとづき円満に推移しております。 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

   当中間連結会計期間の当社グループを取り巻く経済環境は、世界的に、原油価格や原材料価格の高騰が続きまし

たものの、国内経済は、企業収益の改善や民間設備投資の増加等により拡大基調で推移いたしました。海外におき

ましては、米国経済は個人消費や設備投資の伸びが緩やかになったものの堅調に推移いたしました。欧州経済は、

概ね回復基調で推移し、アジア経済につきましては、中国を中心として消費や輸出の増加により拡大基調で推移い

たしました。 

   このような環境のなか、当社グループは主力製品である自動車・輸送用機器用配管製品ならびに自動車用樹脂製

品の新規受注、受注拡大に取り組むとともに、国内外の子会社・関連会社との企業ネットワークを使った受注活動

を展開いたしました。 

   北米・中南米地域での事業再編をにらみ、平成17年7月に買収したサンオー アメリカ インコーポレーテッド

（旧ハイセン インコーポレーテッド）を、三桜グループの北米・中南米地域におけるビジネスの中核拠点と位置

づけ、買収初年度は、財務体質改善のための増資、生産設備の更新のための投資を行いました。引続き、当社の有

する経営資源を投入し、その機能と能力増強のため、同社の経営システムの抜本的な改革を進めてまいりました。 

   改革の成果も四半期ベースで表れて来ており、今後、更に積極的な高機能、省人化製造設備の導入、マーケティ

ング、製品開発機能の強化による新製品の導入を加え、北米・中南米地域での売上の拡大、収益の向上を確実なも

のにしてゆきます。 

   当中間連結会計期間の経営成績は、売上高は、前年同期と比べて9.3％増加し400億68百万円となりました。しか

しながら、経常利益は、北米・中南米地域（サンオー アメリカ インコーポレーテッド）の収益改善の遅れの影

響を受け、前年同期と比べて25.3％減少し13億24百万円、中間純利益は、前年同期と比べて62.7％減少し3億70百万

円となりました。 

   製品別では、主力製品である各種チューブ及び各種自動車向け製品全般について売上げが前年同期に比べて増加

いたしました。特に樹脂製品（クイックコネクター、樹脂チューブ、多層樹脂チューブ等）、環境規制対策向け製

品（フューエル・インジェクションレール）やエンジンシステム向けのブレージング製品（燃料噴射用、冷却水循

環用、オイル冷却用等）が、前年同期に比べて大幅に増加いたしました。車輌配管製品（ブレーキ・燃料配管用

等）につきましても、それぞれ前年同期と比べて売上げを伸ばしました。 

 所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 ① 日本 

売上高は、前年同期と比べて9.4％増加し235億66百万円となりました。営業利益につきましては、増収に

伴う利益の増加や原価低減などにより13.3％増加し、14億9百万円となりました。 

 ② 北米・中南米 

売上高は、前年同期と比べて7.0％増加し125億1百万円となりましたが、サンオー アメリカ インコーポ

レーテッドの収益改善の遅れの影響を受け、2億49百万円の営業損失となりました。 

 ③ アジア・欧州 

売上高は、中国、アセアンの好調により前年同期と比べて15.9％増加し40億1百万円となりましたが、営業

利益につきましては、中国で今後事業拡大が見込まれる新会社の初期費用もあり、29.1％減少し、2億57百万

円となりました。 



(2）キャッシュフロー 

   当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、営業活動により10億71百万円増加、投資活動により33億62

百万円の減少、財務活動により11億6百万円の増加などの結果、当中間連結会計期間末は45億25百万円（前年同期比

1億2百万円増）となりました。 

(営業活動によるキャッシュフロー) 

   営業活動により得られた資金は、主力製品である自動車・輸送用機器用配管製品ならびに自動車用樹脂製品の新

規受注、受注拡大に取り組んだ結果、税金等調整前中間純利益が12億25百万円（前年同期比4億99百万円減）になっ

たこと及び減価償却費が15億91百万円（前年同期比１億45百万円増）、売上債権・たな卸資産の減少による資金増

が6億81百万円（前年同期比21億29百万円増）、仕入債務の減少による資金減が9億38百万円（前年同期比16億14百

万円減）、法人税等の支払が13億80百万円（前年同期比3億83百万円増）などにより、10億71百万円（前年同期比7

億84百万円減）となりました。 

(投資活動によるキャッシュフロー) 

   投資活動に使用した資金は、自動車部品事業を中心とした有形固定資産の取得による支出29億93百万円（前年同

期比3億26百万円増）、投資有価証券の取得による支出1億1百万円（前年同期比17億59百万円減）などにより、33億

62百万円（前年同期比11億22百万円減）となりました。 

(財務活動によるキャッシュフロー) 

   財務活動により得られた資金は、借入金が13億66百万円増加（前年同期比9億4百万円増）、配当金の支払により2

億55百万円減少（前年同期比7百万円増）したことなどにより、11億6百万円（前年同期比8億49百万円増）となりま

した。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売金額によっており、セグメント間の内部振替後の数値によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は次のとおりであります。 

（注）１．前中間連結会計期間において、トヨタ自動車株式会社への販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10

未満のため記載を省略しております。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。   

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

自動車部品事業（百万円） 39,458 109.0 

電器部品事業（百万円） 391 84.9 

設備その他事業（百万円） 478 101.7 

合計（百万円） 40,327 108.6 

区分 受注高（百万円） 前年同期比(％) 受注残高（百万円） 前年同期比(％) 

自動車部品事業 39,907 104.8 16,629 113.5 

電器部品事業 407 90.9 67 79.9 

設備その他事業 443 96.0 237 101.6 

合計 40,757 104.5 16,933 113.2 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

自動車部品事業（百万円） 39,188 109.7 

電器部品事業（百万円） 424 91.9 

設備その他事業（百万円） 456 97.2 

合計（百万円） 40,068 109.3 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

本田技研工業株式会社 10,103 27.6 12,343 30.8 

日産自動車株式会社 4,776 13.0 4,671 11.7 

トヨタ自動車株式会社 － － 4,104 10.2 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動はグローバルレベルでの環境規制、安全規制に関して社会的課題に対応すべく省エ

ネ、高機能、高精度、高品質に沿って継続して進めております。 

特に環境規制対応として、鉛・水銀・カドミウム・６価クロム廃止に伴い、代替え材料を用いた製品および次世代

表面処理を開発し、既に日本においてはほぼ全量適用を終えており、海外拠点への技術移転を加速させております。

安全規制対応としては、衝突安全機構部品であるエアーバック用配管ならびにプリテンショナー用配管を特殊製造技

術を用いて量産化しております。 

自動車部品事業に関しては、従来のスチールチューブの要素技術開発および応用製品開発はもちろん、軽量化対応

として樹脂チューブ、アルミチューブ、ステンレスパイプその他軽量素材を駆使した新製品開発を行っております。

さらに、燃費向上・ローエミッション・ＦＦＶ車対応製品として、フューエルインジェクションレール、ＥＧＲパイ

プの生産および超高圧燃料噴射管の開発、ならびに今後加速される燃料電池車、ハイブリッド車の配管および継ぎ手

開発も進めております。また、次世代の高性能なＮｉ-ＭＨバッテリーの開発も継続して行っております。 

新製品のあらゆる環境条件での耐久性・信頼性試験を行うにあたり、高性能な各種分析装置・評価設備および環境

負荷物質の測定器等を充実させ、さらにシミュレーション技術を強化するため、各種解析用ソフトを導入しておりま

す。 

設備その他事業に関しては、汎用化・ロボット化とスピードアップにより内製設備の生産性向上と製造プロセス革

新を行い、製造部門の改革に取り組んでおります。 

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は7億82百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、三櫻（無錫）汽車部件有限公司が連結子会社となったため、当社グループ（当社、

連結子会社及び持分法適用会社）の主要な設備となりました。その設備の状況は次のとおりであります。 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。 

  なお、金額には消費税等を含めておりません。 

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載して 

  おります。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（人） 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積千㎡)

その他 合計 

三櫻（無錫）汽

車部件有限公司 

本社工場 

（中華人民共和

国 無錫市） 

 自動車部品 
自動車部品 

製造設備  
294 635 

24 

(40)
19 972 

40 

(19) 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 144,848,000 

計 144,848,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数(株) 

（平成18年９月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名 
又は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 37,112,000 同左  
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 37,112,000 同左  － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成15年６月26日定時株主総会決議 

（注）平成18年２月24日付第三者割当増資に伴い、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を 

   発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額を調整しております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 163 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 163,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 616 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年８月１日 

至 平成19年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  616 

資本組入額 308 
同左 

新株予約権の行使の条件 ・新株予約権者は、新株予約権

の行使時において、当社の取締

役、執行役員又は従業員のいず

れかの地位を保有していること

を要する。ただし、任期満了に

より退任、定年による退職した

場合には、この限りでない。 

・新株予約権の質入れ、その他

の処分及び相続は、これを認め

ない。 

・新株予約権に関するその他の

条件については、第95期定時株

主総会決議及び取締役会決議に

基づき、当社と対象者の間で締

結する新株予約権割当契約に定

めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項  ― ―  



② 平成16年６月25日定時株主総会決議 

（注）平成18年２月24日付第三者割当増資に伴い、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を 

   発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額を調整しております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 3,896 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 389,600 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 809 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年８月１日 

至 平成20年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  809 

資本組入額 405 
同左 

新株予約権の行使の条件 ・新株予約権者は、新株予約権

の行使時において、当社及び当

社子会社の取締役、監査役、執

行役員、従業員、顧問又は社外

コンサルタントのいずれかの地

位を保有していることを要す

る。ただし、取締役、監査役、

執行役員及び従業員の任期満了

により退任、定年による退職の

場合には、この限りでない。 

・新株予約権の質入れ、その他

の処分及び相続は、これを認め

ない。 

・新株予約権に関するその他の

条件については、第96期定時株

主総会決議及び取締役会決議に

基づき、当社と対象者の間で締

結する新株予約権割当契約に定

めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項  ― ―  



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

（注）上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数は、すべて信託業務にかかる株式数であります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年４月１日  

～  

平成18年９月30日  

－ 37,112,000 － 3,481 － 2,969 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１番地 2,997 8.08 

三洋電機株式会社 大阪府守口市京阪本通２丁目５番５号 2,555 6.89 

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山２丁目１番１号 2,000 5.39 

神鋼商事株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目６番17号 1,612 4.35 

有限会社竹田コーポレーション 東京都世田谷区代沢１丁目29－10 1,500 4.04 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,419 3.82 

株式会社常陽銀行(常任代理人  

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社） 

茨城県水戸市南町２丁目５番５号 

（東京都港区浜松町２丁目11-3） 
1,243 3.35 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８－11 1,074 2.90 

竹田 と志 東京都世田谷区 1,027 2.77 

クレディエットバンク エスエ

イ ルクセンブルジョワーズ 

シリウス ファンド ジャパン 

オパチュニティズ サブファ 

ンド（常任代理人 株式会社み

ずほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室） 

43 BOULEVARD ROYAL L-2955 LUXEMBOURG 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号）  
823 2.22 

計  16,253 43.81 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が500株含まれております。 

 また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決株式に係る議決権の数５個が含まれております。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   589,300 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 36,499,100 364,991 － 

単元未満株式 普通株式   23,600 － 
１単元（100株） 

未満の株式 

発行済株式総数 37,112,000 － － 

総株主の議決権 － 364,991 － 



②【自己株式等】 

 （注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が2,000株（議決権の数 

 20個）あります。 

 なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高、最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

三櫻工業株式会社 
東京都渋谷区渋谷 

二丁目３番６号 
589,300  － 589,300 1.59 

計 － 589,300  － 589,300 1.59 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,115 1,111 934 890 861 857 

最低（円） 1,025 910 776 782 785 745 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間財務諸表について、至誠監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   4,564   4,656   5,588  

２．受取手形及び売掛
金 

※３  14,782   14,100   15,592  

３．たな卸資産   5,591   7,330   6,624  

４．繰延税金資産   357   392   432  

５．その他   2,372   2,363   2,109  

流動資産合計   27,665 47.4  28,841 46.5  30,345 48.7 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※２          

(1）建物及び構築物  10,602   11,183   10,880   

(2）機械装置及び運
搬具  33,442   37,735   35,530   

(3）工具器具備品  4,319   4,905   4,614   

(4）土地  3,250   3,289   3,268   

(5）建設仮勘定  1,583   1,885   1,364   

減価償却累計額  -32,232 20,964 35.9 -34,835 24,161 38.9 -33,794 21,862 35.1 

２．無形固定資産           

(1）連結調整勘定  660   －   584   

(2）のれん  －   508   －   

(3）その他  11 671 1.2 306 814 1.3 11 595 1.0 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  7,551   6,523   7,838   

(2）繰延税金資産  1,032   1,271   1,246   

(3）その他  454 9,037 15.5 468 8,261 13.3 453 9,537 15.3 

固定資産合計   30,672 52.6  33,236 53.5  31,994 51.3 

Ⅲ 繰延資産   1 0.0  1 0.0  1 0.0 

資産合計   58,338 100.0  62,077 100.0  62,340 100.0 

           

 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

※３  11,279   11,223   12,226  

２．短期借入金 ※２  4,282   3,376   4,156  

３．未払金   2,026   2,483   2,553  

４．未払法人税等   256   705   1,336  

５．未払消費税等   67   84   69  

６．賞与引当金   587   613   606  

７．役員賞与引当金   －   14   －  

８．その他   814   1,147   1,216  

流動負債合計   19,311 33.1  19,645 31.6  22,162 35.6 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２  1,134   3,237   1,003  

２．退職給付引当金   6,165   6,095   6,049  

３．役員退職引当金   209   194   222  

固定負債合計   7,508 12.9  9,526 15.3  7,275 11.7 

負債合計   26,820 46.0  29,172 47.0  29,437 47.2 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   958 1.6  － －  1,066 1.7 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   3,041 5.2  － －  3,481 5.6 

Ⅱ 資本剰余金   2,558 4.4  － －  3,018 4.8 

Ⅲ 利益剰余金   23,463 40.2  － －  23,695 38.0 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   2,908 5.0  － －  2,723 4.4 

Ⅴ 為替換算調整勘定   -1,130 -1.9  － －  -832 -1.3 

Ⅵ 自己株式   -281 -0.5  － －  -249 -0.4 

資本合計   30,560 52.4  － －  31,837 51.1 

負債、少数株主持分
及び資本合計   58,338 100.0  － －  62,340 100.0 

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

 １．資本金   － －  3,481 5.6  － － 

 ２．資本剰余金   － －  3,031 4.9  － － 

 ３．利益剰余金    － －  23,599 38.0  － － 

 ４．自己株式     － －  -219 -0.4  － － 

   株主資本合計   － －  29,891 48.2  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等            

 １．その他有価証券評 
 価差額金   － －  2,683 4.3  － － 

 ２．為替換算調整勘定   － －  -870 -1.4  － － 

  評価・換算差額等合
計   － －  1,813 2.9  － － 

Ⅲ 少数株主持分    － －  1,201 1.9  － － 

  純資産合計   － －  32,906 53.0  － － 

負債純資産合計   － －  62,077 100.0  － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   36,670 100.0  40,068 100.0  79,970 100.0 

Ⅱ 売上原価   31,783 86.7  35,321 88.2  70,816 88.6 

売上総利益   4,887 13.3  4,747 11.8  9,154 11.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  3,228 8.8  3,330 8.3  6,741 8.4 

営業利益   1,659 4.5  1,417 3.5  2,413 3.0 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  2   5   2   

２．受取配当金  41   41   122   

３．為替差益  181   －   277   

４．雑収入  51 274 0.7 111 157 0.4 111 512 0.6 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  130   196   287   

２．為替差損  －   5   －   

３．雑損失  30 161 0.4 49 250 0.6 21 308 0.4 

経常利益   1,772 4.8  1,324 3.3  2,617 3.3 

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※２ 12   2   18   

２．投資有価証券売却
益 

  －   －   1,284   

３．その他  1 13 0.0 5 7 0.0 2 1,304 1.6 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産売却損 ※３ －   0   0   

２．固定資産除却損 ※４ 34   35   109   

３．投資有価証券評価
損 

  －   71   －   

４．その他   28 62 0.2 － 106 0.3 29 138 0.2 

税金等調整前中間
（当期）純利益   1,724 4.7  1,225 3.1  3,783 4.7 

法人税、住民税及
び事業税  698   705   2,224   

法人税等調整額  -51 647 1.8 20 724 1.8 -136 2,088 2.6 

少数株主利益   84 0.2  131 0.3  222 0.3 

中間（当期）純利
益   993 2.7  370 0.9  1,473 1.8 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

   中間連結剰余金計算書  

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   2,543  2,543 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１．増資による新株の発
行 

 －  439  

２．自己株式処分差益  15 15 36 475 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  2,558  3,018 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   22,777  22,777 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．中間（当期）純利益  993 993 1,473 1,473 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  248  496  

２．役員賞与      

(1）取締役賞与金  55  55  

(2）監査役賞与金  4 307 4 555 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  23,463  23,695 

      



  

 （注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。  

   中間連結株主資本等変動計算書 

   当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 
 

  
株主資本  

資本金  資本剰余金   利益剰余金  自己株式  株主資本合計 

 平成18年３月31日残高 

         （百万円） 
3,481 3,018 23,695 -249 29,946 

 中間連結会計期間中の変動額     

  剰余金の配当（注）   -255 -255 

  役員賞与（注）   -59 -59 

  連結子会社増加   -152 -152 

  中間純利益   370 370 

  自己株式処分差益   12 12 

  自己株式の取得   -0 -0 

  自己株式の処分   30 30 

  株主資本以外の項目の中間 

  連結会計期間中の変動額 

 （純額） 

    

  中間連結会計期間中の変動 

  額合計    （百万円） 
  12 -96 30 -54 

平成18年９月30日残高 

         （百万円） 
3,481 3,031 23,599 -219 29,891 

 

  

評価・換算差額等  

 少数株主 

持分 
 純資産合計 

その他 

有価証券 

評価差額金  

為替換算 

調整勘定  

 評価・換算 

差額等合計 

 平成18年３月31日残高 

         （百万円） 
2,723 -832 1,891 1,066 32,903 

 中間連結会計期間中の変動額     

  剰余金の配当（注）   -255 

  役員賞与（注）   -59 

  連結子会社増加   -152 

  中間純利益   370 

  自己株式処分差益   12 

  自己株式の取得   -0 

  自己株式の処分   30 

  株主資本以外の項目の中間 

  連結会計期間中の変動額 

 （純額） 

-40 -38 -78 136 57 

  中間連結会計期間中の変動 

  額合計    （百万円） 
-40 -38 -78 136 3 

平成18年９月30日残高 

         （百万円） 
2,683 -870 1,813 1,201 32,906 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税金等調整前中間
（当期）純利益 

 1,724 1,225 3,783 

減価償却費  1,447 1,591 3,245 

連結調整勘定償却額  76 － 152 

のれん償却額  － 75 － 

有形固定資産売却益  -12 -2 -18 

投資有価証券売却益  － － -1,284 

有形固定資産除却損  34 35 109 

投資有価証券評価損  － 71 － 

退職給付引当金の増
加額 

 140 46 24 

受取利息及び受取配
当金 

 -42 -46 -124 

支払利息  130 196 287 

売上債権の増減額  -997 1,379 -1,414 

たな卸資産の増減額  -451 -698 -1,690 

仕入債務の増減額  676 -938 1,643 

その他  236 -353 1,141 

小計  2,962 2,584 5,856 

利息及び配当金の受
取額 

 42 45 123 

利息の支払額  -152 -178 -292 

法人税等の支払額  -997 -1,380 -1,472 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 1,854 1,071 4,216 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

有形固定資産の取得
による支出 

 -2,667 -2,993 -5,034 

有形固定資産の売却
による収入 

 41 3 46 

投資有価証券の取得
による支出 

 -1,860 -101 -2,677 

投資有価証券の売却
による収入 

 － － 1,504 

その他  3 -271 4 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 -4,483 -3,362 -6,157 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入れの純増減
額 

 484 -829 344 

長期借入れによる収
入 

 43 2,334 65 

長期借入金の返済に
よる支出 

 -65 -139 -231 

親会社による配当金
の支払額 

 -248 -255 -496 

株式の発行による収
入 

 － － 879 

自己株式の取得及び
売却 

 43 42 96 

その他  － -46 -90 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 258 1,106 568 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 34 -6 60 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

 -2,338 -1,190 -1,314 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 6,694 5,448 6,694 

Ⅶ 新規連結子会社の現金
及び現金同等物の期首
残高 

 68 268 68 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 4,424 4,525 5,448 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社 

フルトンプロダクツ工業㈱他19社 

連結子会社 

フルトンプロダクツ工業㈱他22社 

連結子会社 

フルトンプロダクツ工業㈱他19社 

  なお、中部三櫻（株）は、平成

16年９月30日開催の臨時株主総会

において解散する旨決議し、清算

中であります。 

 また、持分法適用会社であった

ハイセン インコーポレーテッド

は、当社が同社株式を追加取得

し、当中間連結会計期間から同社

及び同社の子会社２社を持分法適

用範囲から除外し連結の範囲に含

めました。 

 なお、中部三櫻（株）は、平成

16年９月30日開催の臨時株主総会

において解散する旨決議し、清算

中であります。 

 また、三櫻（無錫）汽車部件有

限公司他２社は重要性が増加した

ため、当中間連結会計期間より連

結の範囲に含めることとしまし

た。 

 なお、中部三櫻（株）は、平成

16年９月30日開催の臨時株主総会

において解散する旨決議し、清算

中であります。 

 また、持分法適用会社であった

ハイセン インコーポレーテッド

は、当社が同社株式を追加取得

し、当中間連結会計期間から同社

及び同社の子会社２社を持分法適

用範囲から除外し連結の範囲に含

めました。 

 非連結子会社 非連結子会社 非連結子会社 

 サンオーエムティーシーインコー

ポレーテッド他３社 

サンオーエムティーシーインコー

ポレーテッド他２社 

サンオーエムティーシーインコー

ポレーテッド他５社 

 （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左  

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法適用会社 

関連会社 

持分法適用会社 

関連会社 

持分法適用会社 

関連会社 

 ───── ───── ───── 

  なお、適用外の非連結子会社４

社（サンオーエムティーシーイン

コーポレーテッド他３社）及び関

連会社３社（サンオーフルトン

(フィリピンズ)他２社）は、中間

純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等か

らみて、持分法の対象から除いて

も中間連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体として

も重要性がないため持分法の適用

範囲から除外しております。 

 なお、適用外の非連結子会社３

社（サンオーエムティーシーイン

コーポレーテッド他２社）及び関

連会社３社（サンオーフルトン

(フィリピンズ)他２社）は、中間

純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等か

らみて、持分法の対象から除いて

も中間連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体として

も重要性がないため持分法の適用

範囲から除外しております。 

 なお、適用外の非連結子会社６

社（サンオーエムティーシーイン

コーポレーテッド他５社）及び関

連会社３社（サンオーフルトン(フ

ィリピンズ)他２社）は、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性

がないため持分法の適用範囲から

除外しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社のうちサンオー マ

ニュファクチュアリング コーポ

レーション、サンオー インダス

トリアル デ メキシコS.A.DE  

C.V.、エイブル サンオー イン

ダストリーズ（1996）、Ｐ.Ｔ.サ

ンオーインドネシア、エイブル 

サニット インダストリーズ、広

州三櫻制管有限公司、上海三櫻機

械製造有限公司、サンオー ヨー

ロッパGmbh、サンオー ヨーロッ

パ（フランス）EURL、サンオーイ

ンダストリーズ（タイランド）、

ハイセン インコーポレーテッ

ド、ハイセン オブ カナダ及び

ハイセン ドゥ ブラジルの中間

決算日は、6月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成にあた

っては、同日現在の中間財務諸表

を使用し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っておりま

す。 

 連結子会社のうちサンオー マ

ニュファクチュアリング コーポ

レーション、サンオー インダス

トリアル デ メキシコS.A.DE  

C.V.、エイブル サンオー イン

ダストリーズ（1996）、Ｐ.Ｔ.サ

ンオーインドネシア、エイブル 

サニット インダストリーズ、広

州三櫻制管有限公司、上海三櫻機

械製造有限公司、サンオー ヨー

ロッパGmbh、サンオー ヨーロッ

パ（フランス）EURL、サンオーイ

ンダストリーズ（タイランド）、

ハイセン インコーポレーテッド

（新社名 サンオーアメリカ イ

ンコーポレーテッド 平成18年11

月1日付）、ハイセン オブ カ

ナダ（新社名 サンオーカナダ L

TD 平成18年11月1日付）、及び

ハイセン ドゥ ブラジル（新社

名 サンオー ドゥ ブラジル 

平成18年11月1日付）、三櫻（無

錫）汽車部件有限公司、上海三櫻

汽車管路有限公司、三櫻（武漢）

汽車部件有限公司の中間決算日

は、6月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成にあた

っては、同日現在の中間財務諸表

を使用し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っておりま

す。 

 連結子会社のうちサンオー マ

ニュファクチュアリング コーポ

レーション、サンオー インダス

トリアル デ メキシコS.A.DE  

C.V.、エイブル サンオー イン

ダストリーズ（1996）、Ｐ.Ｔ.サ

ンオーインドネシア、エイブル 

サニット インダストリーズ、広

州三櫻制管有限公司、上海三櫻機

械製造有限公司、サンオー ヨー

ロッパGmbh、サンオー ヨーロッ

パ（フランス）EURL、サンオーイ

ンダストリーズ（タイランド）、

ハイセン インコーポレーテッ

ド、ハイセン オブ カナダ及び

ハイセン ドゥ ブラジルの決算

日は、12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたって

は、同日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

   

イ 有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算出） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算出） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

出） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

ロ たな卸資産 製品及び仕掛品 

総平均法による原価法 

製品及び仕掛品 

同左 

製品及び仕掛品 

同左 

 原材料及び貯蔵品 

移動平均法による原価法 

原材料及び貯蔵品 

同左 

原材料及び貯蔵品 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産 

定率法 

 なお、在外連結子会社は定額法

を採用しております。 

 ただし、当社及び国内連結子会

社は、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

有形固定資産 

同左 

有形固定資産 

同左 

 建物及び構築物 ５～50年

機械装置及び運搬具 ２～14年

工具器具備品 ２～15年

  

 無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づいておりま

す。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

(3）繰延資産の処理方法  サンオー インダストリアル 

デ メキシコS.A.DE C.V.において

は、開業費を繰延資産に計上し、1

0年間で均等償却しております。 

同左 同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(4）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

 従業員の賞与支出に備えて、

賞与支給見込額の当中間連結会

計期間負担額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与支出に備えて、

賞与支給見込額の当連結会計年

度負担額を計上しております。 

 ③      ─   ③ 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当

連結会計年度における支給見込

額の当中間連結会計期間負担額

を計上しております。 

（会計方針の変更） 

 当中間連結会計期間から「役

員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年11

月29日）を適用しております。 

 この結果、従来の方法に比べ

て営業利益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益が、14百万

円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与え

る影響は軽微であります。 

③      ─   

 ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

積額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額

法によりそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理しており

ます。また過去勤務債務は、そ

の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費

用処理しております。 

④ 退職給付引当金 

同左 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

積額に基づき計上しておりま

す。数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額

法によりそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理しており

ます。また過去勤務債務は、そ

の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費

用処理しております。 

 ⑤ 役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規にもとづく中間

期末要支給額を計上しておりま

す。 

⑤ 役員退職引当金 

同左 

⑤ 役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規にもとづく期末

要支給額を計上しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(5）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は為替予約

の振当処理をしたものを除き、中

間連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債並び

に収益及び費用は、中間連結決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は少数株主持分及

び資本の部における為替換算調整

勘定に含めて計上しております。 

 外貨建金銭債権債務は為替予約

の振当処理をしたものを除き、中

間連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債並び

に収益及び費用は、中間連結決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定及び少数株

主持分に含めて計上しておりま

す。 

 外貨建金銭債権債務は為替予約

の振当処理をしたものを除き、連

結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外

子会社等の資産及び負債並びに収

益及び費用は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換

算差額は少数株主持分及び資本の

部における為替換算調整勘定に含

めて計上しております。 

(6）重要なリース取引の処

理方法 

 当社及び国内連結子会社は、リ

ース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

同左 同左 

(7）重要なヘッジ会計の 

方法 

①ヘッジ会計の方法 

 為替予約については、振当処理

を行っております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ・ヘッジ手段 

   為替予約 

 ・ヘッジ対象 

   外貨建金銭債権 

③ヘッジ方針 

 社内規定に基づき、外貨建取引

に伴う為替変動リスクを一定の範

囲内でヘッジしております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約については、振当処理

を行っておりますので、有効性の

評価を省略しております。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ・ヘッジ手段 

同左 

 ・ヘッジ対象 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

  

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ・ヘッジ手段 

同左 

 ・ヘッジ対象 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

  

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(8）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

同左 同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益に与え

る影響はありません。 

  当連結会計年度より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

───── 

  当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月9日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月9日）を適用してお

ります。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額

は31,705百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

───── （中間連結貸借対照表関係） 

 前中間連結会計期間末において、「連結調

整勘定」として掲記されていたものは、当中

間連結会計期間末より「のれん」と表示して

おります。 

───── 

───── （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整

勘定償却額」として掲記されていたものは、

当中間連結会計期間より「のれん償却額」と

表示しております。 

───── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

１．金融機関からの借入に対する保証債務

は下記のとおりであります。 

１．金融機関からの借入に対する保証債務

は下記のとおりであります。 

１．連結会社以外の会社の金融機関からの

借入に対する保証債務は下記のとおり

であります。 

従業員   4百万円 

  
従業員    5百万円 

  
三櫻（無錫）汽車

部件有限公司 

       176 百万円 

(     12,000千元)

従業員    5百万円 

計        181 百万円 

なお、外貨建の保証債務は、決算時の為替相

場で円換算しており、その外貨額は（ ）内

に記載しております。 

なお、外貨建の保証債務は、決算時の為替相

場で円換算しており、その外貨額は（ ）内

に記載しております。 

なお、外貨建の保証債務は、決算時の為替相

場で円換算しており、その外貨額は（ ）内

に記載しております。 

※２．担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

担保資産 担保資産 担保資産 

建物 
   162百万円 

(73百万円)

機械及び装置 
661百万円 

(0百万円)

土地 
136百万円 

(2百万円)

合計 
  959百万円 

(75百万円)

建物 
     154百万円 

(  69百万円)

機械及び装置 
   624百万円 

( 0百万円)

土地 
   136百万円 

( 2百万円)

合計 
     914百万円 

(  71百万円)

建物 
     159百万円 

(  71百万円)

機械及び装置 
    669百万円 

( 0百万円)

土地 
     136百万円 

( 2百万円)

合計 
     965百万円 

(  73百万円)

担保付債務 担保付債務 担保付債務 

短期借入金 
 6百万円 

(－)

長期借入金 
   440百万円 

(－)

合計 
   446百万円 

(－)

短期借入金 
  55百万円 

(－)

長期借入金 
     500百万円 

(－)

合計 
     555百万円 

(－)

短期借入金 
    12百万円 

(－)

長期借入金 
     413百万円 

(－)

合計 
     425百万円 

(－)

上記のうち（ ）内書は工場財団抵当並びに

当該債務を示しております。 

上記のうち（ ）内書は工場財団抵当並びに

当該債務を示しております。 

上記のうち（ ）内書は工場財団抵当並びに

当該債務を示しております。 

───── ※３．中間連結会計期間末日の満期手形の会

計処理については、当中間連結会計期

間の末日が金融機関の休業日でした

が、満期日に決済が行われたものとし

て処理しております。        

当中間連結会計期間末日の満期手形の

金額は、次の通りであります。 

                  

受取手形         79百万円

支払手形         539百万円 

───── 

       ───── ４．当社においては、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を

締結しております。この契約に基づく当中間

連結会計期間末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

  当座貸越極度額 500百万円

  借入実行残高 －百万円

 差引額 500百万円

   

４．当社においては、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を

締結しております。この契約に基づく当連結

会計年度末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

  当座貸越極度額 500百万円

  借入実行残高 －百万円

 差引額 500百万円

   

   



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な

ものは下記のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な

ものは下記のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な

ものは下記のとおりであります。 

運送費       807百万円

従業員給料賞与       865百万円

技術研究費    408百万円

退職給付費用     63百万円

運送費         781百万円

従業員給料賞与       1,019百万円

技術研究費       449百万円

退職給付費用       68百万円

運送費       1,690百万円

従業員給料賞与       1,838百万円

技術研究費     872百万円

退職給付費用       98百万円

※２．固定資産売却益の内訳は下記のとおり

であります。 

※２．固定資産売却益の内訳は下記のとおり

であります。 

※２．固定資産売却益の内訳は下記のとおり

であります。 

機械装置及び運搬具   12百万円

工具器具備品他   0百万円

計     12百万円

機械装置及び運搬具     2百万円

計 2百万円

機械装置及び運搬具    14百万円

土地他    4百万円

計 18百万円

※３．固定資産売却損の内訳は下記のとおり

であります。 

※３．固定資産売却損の内訳は下記のとおり

であります。 

※３．固定資産売却損の内訳は下記のとおり

であります。 

 ───── 機械装置及び運搬具    0百万円

計    0百万円

機械装置及び運搬具    0百万円

計    0百万円

※４．固定資産除却損の内訳は下記のとおり

であります。 

※４．固定資産除却損の内訳は下記のとおり

であります。 

※４．固定資産除却損の内訳は下記のとおり

であります。 

機械装置及び運搬具     34百万円

土地及び建物    -百万円

工具器具備品他   0百万円

計     34百万円

機械装置及び運搬具 30百万円

土地及び建物    5百万円

工具器具備品他    0百万円

計  35百万円

機械装置及び運搬具    75百万円

土地及び建物 33百万円

工具器具備品他    1百万円

計    109百万円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加285株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

    普通株式の自己株式の株式数の減少81,000株は、新株予約権等の行使による自己株式の処分による減少でありま

    す。 

  

 ２．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

 （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 37,112,000 － － 37,112,000 

合計 37,112,000 － － 37,112,000 

自己株式     

普通株式 670,096 285 81,000 589,381 

合計 670,096 285 81,000 589,381 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 255 7 平成18年３月31日 平成18年６月28日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月24日 

取締役会 
普通株式 255 利益剰余金 7 平成18年９月30日 平成18年12月11日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係。 

(1）現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係。 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係。 

(平成17年９月30日現在） (平成18年９月30日現在） (平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定     4,564百万円

預入期間が３か月を超

える定期預金 
 -141百万円

現金及び現金同等物     4,424百万円

現金及び預金勘定     4,656百万円

預入期間が３か月を超

える定期預金 
    -131百万円

現金及び現金同等物     4,525百万円

現金及び預金勘定     5,588百万円

預入期間が３か月を超

える定期預金 
   -141百万円

現金及び現金同等物     5,448百万円

   



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装
置及び
運搬具 

129 44 85 

工具器
具備品 

326 195 130 

その他 64 33 30 

合計 519 273 246 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装
置及び
運搬具 

175 58 117 

工具器
具備品 

345 200 145 

その他 84 23 61 

合計 604 281 323 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装
置及び
運搬具 

150 54 96 

工具器
具備品 

330 187 143 

その他 41 15 26 

合計 521 255 266 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額

等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内    78百万円

１年超   175百万円

合計   253百万円

１年内    101百万円

１年超    231百万円

合計    332百万円

１年内     90百万円

１年超    183百万円

合計    273百万円

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

支払リース料   54百万円

減価償却費相当額     51百万円

支払利息相当額 3百万円

支払リース料     61百万円

減価償却費相当額     57百万円

支払利息相当額  4百万円

支払リース料    106百万円

減価償却費相当額    100百万円

支払利息相当額  7百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

  

  

（減損損失について） 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

  

  

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 1,237 6,165 4,928 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式 124 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 1,321 5,864 4,543 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式 131 



前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間） 

当社グループはデリバティブ取引は、ヘッジ会計が適用されているため、該当事項はありません。 

（当中間連結会計期間） 

当社グループはデリバティブ取引は、ヘッジ会計が適用されているため、該当事項はありません。 

（前連結会計年度） 

当社グループはデリバティブ取引は、ヘッジ会計が適用されているため、該当事項はありません。 

 取得原価（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 差額（百万円） 

(1）株式 1,220 5,834 4,615 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式 127 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１

日 至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 自動車部品事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計額及び営業利益の合計額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 
日本 
(百万円) 

北米・中南米 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上

高 
21,538 11,679 3,453 36,670 － 36,670 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
7,824 2,887 289 10,999 -10,999 － 

計 29,362 14,566 3,742 47,669 -10,999 36,670 

営業費用 28,118 14,513 3,379 46,010 -10,999 35,011 

営業利益 1,244 53 363 1,659 － 1,659 

 
日本 
(百万円) 

北米・中南米 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上

高 
23,566 12,501 4,001 40,068 － 40,068 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
8,399 2,704 575 11,679 -11,679 － 

計 31,965 15,205 4,577 51,747 -11,679 40,068 

営業費用 30,556 15,454 4,319 50,330 -11,679 38,651 

営業利益 1,409 -249 257 1,417 － 1,417 



前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1)北米・中南米…アメリカ・カナダ・メキシコ・ブラジル 

(2)その他…アジア・ヨーロッパ地域 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米・中南米…アメリカ・カナダ・メキシコ・ブラジル 

(2）その他…アジア・ヨーロッパ地域 

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 
日本 
(百万円) 

北米・中南米 
(百万円) 

その他 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上

高 
45,422 26,952 7,597 79,970 － 79,970 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
15,488 5,869 760 22,117 -22,117 － 

計 60,910 32,820 8,357 102,087 -22,117 79,970 

営業費用 58,202 33,914 7,558 99,674 -22,117 77,557 

営業利益 2,708 -1,094 799 2,413 － 2,413 

 北米・中南米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 11,743 4,703 16,446 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 36,670 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占め
る割合（％） 

32.0 12.8 44.8 

 北米・中南米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 12,587 5,324 17,910 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 40,068 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占め
る割合（％） 

31.4 13.3 44.7 

 北米・中南米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 27,100 10,346 37,445 

Ⅱ 連結売上高(百万円) － － 79,970 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占め
る割合（％） 

33.9 12.9 46.8 



（１株当たり情報） 

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、 

    以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 

      861円94銭 

１株当たり純資産額 

         868円08銭

１株当たり純資産額 

         872円04銭

１株当たり中間純利益金額 

   28円06銭 

１株当たり中間純利益金額 

     10円13銭

１株当たり当期純利益金額 

      38円92銭

潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額            28円00銭 

潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額            10円11銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額            38円80銭

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益金額    

 中間(当期)純利益（百万円） 993 370 1,473 

 普通株主に帰属しない金額 

 （百万円） 
－ － 59 

 （うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (59) 

 普通株式に係る中間(当期)純利益 

 （百万円） 
993 370 1,414 

 期中平均株式数(千株) 35,387 36,465 36,339 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益金額 
   

 中間(当期)純利益調整額 

 （百万円） 
－ － － 

 普通株式増加数(千株) 81 84 113 

 （うち新株予約権(千株)） (81) (84) (113) 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

新株予約権１種類(新株

予約権の数3,896個)。 

なお、これらの概要は

「第４ 提出会社の状

況」、１ 株式等の状

況、(2)③新株予約権等

の状況」に記載のとお

りであります。 

───── ───── 



（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  3,442   2,863   4,108   

２．受取手形 ※４ 421   526   630   

３．売掛金  11,674   11,461   11,663   

４．たな卸資産  2,583   3,147   2,842   

５．繰延税金資産  270   274   319   

６．その他  745   828   703   

流動資産合計   19,134 39.8  19,100 37.2  20,265 39.5 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 
※１ 
※２          

(1）建物  2,335   2,219   2,265   

(2）機械及び装置  6,651   7,534   6,875   

(3）土地  2,077   2,075   2,075   

(4）その他  1,444   1,980   1,742   

計  12,506   13,808   12,956   

２．無形固定資産  2   2   2   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  6,289   5,995   5,961   

(2）関係会社株式  8,385   10,197   10,191   

(3）繰延税金資産  797   937   902   

(4）その他  992   1,273   968   

計  16,463   18,401   18,022   

固定資産合計   28,971 60.2  32,211 62.8  30,980 60.5 

資産合計   48,105 100.0  51,311 100.0  51,245 100.0 

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 ※４ 940   863   1,050   

２．買掛金  7,029   7,601   7,305   

３．未払法人税等  642   539   1,174   

４．賞与引当金  530   557   553   

５．役員賞与引当金  －   14   －   

６．その他 ※６ 1,910   1,834   1,928   

流動負債合計   11,050 23.0  11,407 22.2  12,010 23.4 

 



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金  5,999   5,951   5,893   

２．役員退職引当金  204   188   216   

固定負債合計   6,203 12.9  6,139 12.0  6,109 11.9 

負債合計   17,253 35.9  17,546 34.2  18,119 35.4 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   3,041 6.3  － －  3,481 6.8 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  2,530   －   2,969   

２．その他資本剰余金  28   －   49   

資本剰余金合計   2,558 5.3  － －  3,018 5.9 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  760   －   760   

２．任意積立金  20,292   －   20,292   

３．中間（当期）未処
分利益  1,573   －   3,099   

利益剰余金合計   22,625 47.0  － －  24,152 47.1 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   2,908 6.0  － －  2,723 5.3 

Ⅴ 自己株式   -281 -0.6  － －  -249 -0.5 

資本合計   30,852 64.1  － －  33,126 64.6 

負債・資本合計   48,105 100.0  － －  51,245 100.0 

           

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１. 資本金   － －  3,481 6.8  － － 

２. 資本剰余金           

(1)資本準備金  －   2,969   －   

(2)その他資本剰余金  －   61   －   

資本剰余金合計   － －  3,031 5.9  － － 

３. 利益剰余金           

(1)利益準備金  －   760   －   

(2)その他利益剰余金           

品質保証積立金  －   100   －   

固定資産圧縮積立 
金  －   26   －   

特別償却準備金  －   7   －   

別途積立金  －   22,151   －   

繰越利益剰余金  －   1,745   －   

利益剰余金合計   － －  24,789 48.3  － － 

４. 自己株式   － －  -219 -0.4  － － 

株主資本合計   － －  31,081 60.6  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等           

１. その他有価評価 
 差額金   － －  2,683 5.2  － － 

評価・換算差額等合
計   － －  2,683 5.2  － － 

純資産合計   － －  33,765 65.8  － － 

負債純資産合計   － －  51,311 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   25,182 100.0  27,338 100.0  52,329 100.0 

Ⅱ 売上原価   21,556 85.6  23,499 86.0  44,747 85.5 

売上総利益   3,626 14.4  3,839 14.0  7,582 14.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   2,346 9.3  2,410 8.8  4,801 9.2 

営業利益   1,280 5.1  1,429 5.2  2,781 5.3 

Ⅳ 営業外収益 ※１  301 1.2  193 0.7  478 0.9 

Ⅴ 営業外費用    0 0.0  0 0.0  7 0.0 

経常利益   1,581 6.3  1,622 5.9  3,253 6.2 

Ⅵ 特別利益 ※２  － －  － －  1,288 2.5 

Ⅶ 特別損失 ※３  34 0.1  103 0.4  92 0.2 

税引前中間(当期)純利 
益   1,548 6.1  1,519 5.6  4,448 8.5 

法人税、住民税及び事業 
税  629   531   1,784   

法人税等調整額  -60 569 2.3 37 568 2.1 -89 1,695 3.2 

中間(当期)純利益   979 3.9  951 3.5  2,753 5.3 

前期繰越利益   594   －   594  

中間配当額   －   －   248  

中間(当期)未処分利益   1,573   －   3,099  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主資本
合計 資  本 

準備金 

その他
資本剰
余金 

利  益
準備金

その他利益剰余金 

品質保
証積立
金 

固定資
産圧縮
積立金

特別償
却準備
金 

別  途
積立金

繰越利
益剰余
金 

平成18年3月31日 残高 
（百万円）

3,481 2,969 49 760 100 26 15 20,151 3,099 -249 30,402 

中間会計期間中の変動額            

剰余金の配当（注）                 -255   -255 

役員賞与（注）                 -59   -59 

積立金取崩（注）             -8   8   － 

積立金繰入（注）               2,000 -2,000   － 

中間純利益                 951   951 

自己株式の処分差益     12               12 

自己株式の取得                   -0 -0 

自己株式の処分                   30 30 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額 
（純額） 

                      

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円）

    12       -8 2,000 -1,354 30 679 

平成18年9月30日 残高 
（百万円）

3,481 2,969 61 760 100 26 7 22,151 1,745 -219 31,081 

 

評価・換
算差額等

純資産 
合計 

その他
有価証
券評価
差額金 

平成18年3月31日 残高 
（百万円）

2,723 33,126 

中間会計期間中の変動額   

剰余金の配当（注）   -255 

役員賞与（注）   -59 

積立金取崩（注）   － 

積立金繰入（注）   － 

中間純利益   951 

自己株式の処分差益   12 

自己株式の取得   -0 

自己株式の処分   30 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額 
（純額） 

-40 -40 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円）

-40 639 

平成18年9月30日 残高 
（百万円）

2,683 33,765 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法による原価

法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算出） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算出） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算出） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

製品及び仕掛品は総平均法に

よる原価法、原材料及び貯蔵

品は移動平均法による原価法

によっております。 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定

額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物      ７～50年 

機械及び装置  ８～14年 

工具器具及び備品 

２～15年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウエ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

いております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しています。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

従業員の賞与支出に備えて、

賞与支給見込額の当中間会計

期間負担額を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員の賞与支出に備えて、

賞与支給見込額の当事業年度

負担額を計上しております。 

 (3）   ───── (3）役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における賞与支給見

込額の当中間会計期間負担額

を計上しております。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間から「役員

賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年

11月29日）を適用しておりま

す。この結果、従来の方法に

比べて営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益が、14百

万円減少しております。 

(3）   ───── 

 (4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

積額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）によ

る定額法によりそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理し

ております。また、過去勤務

債務は、その発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）によ

る定額法により費用処理して

おります。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

積額に基づき計上しておりま

す。数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による

定額法によりそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理して

おります。また、過去勤務債

務は、その発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理してお

ります。 

 (5）役員退職引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

(5）役員退職引当金 

同左 

(5）役員退職引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

４．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は為替予約の

振当処理をしたものを除き、中間

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は為替予約の

振当処理をしたものを除き、決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

 為替予約については、振当処理

を行っております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ・ヘッジ手段 

   為替予約 

 ・ヘッジ対象 

   外貨建金銭債権 

③ヘッジ方針 

  社内規定に基づき、外貨建取

引に伴う為替変動リスクを一定の

範囲内でヘッジしております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

  為替予約については、振当処

理を行っておりますので、有効性

の評価を省略しております。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ・ヘッジ手段 

同左 

 ・ヘッジ対象 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

  

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ・ヘッジ手段 

同左 

 ・ヘッジ対象 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

  

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

  当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与える影響は

ありません。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

───── 

  当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月9日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月9日）を適用しておりま

す。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額

は33,765百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産    

減価償却累計額 （百万円） （百万円） （百万円） 

建物 

機械及び装置 

その他 

合計 

4,223 

 16,418 

     3,446 

24,087 

     4,353 

       17,205 

          3,683 

      25,241 

  4,311 

      16,854 

     3,566 

      24,731 

※２．担保資産    

担保提供資産    

有形固定資産 （百万円） （百万円） （百万円） 

建物 

機械及び装置 

土地 

合計 

73 

 0 

2 

75 

 69 

 0 

 2 

 71 

 71 

 0 

 2 

 73 

上記有形固定資産のう

ち工場財団抵当に供し

ている額 

75  71  73 

 



項目 
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

３．偶発債務 金融機関借入金に対する保証債務

は、次のとおりであります。 

金融機関借入金に対する保証債務

は、次のとおりであります。 

金融機関借入金に対する保証債務

は、次のとおりであります。 

 （百万円）

フルトンプロダクツ工

業（株） 
100 

（百万円）

フルトンプロダクツ工

業（株） 
100

（百万円）

フルトンプロダクツ工

業（株） 
100 

 （株）エス・エス・エ

ス 
500 

（株）エス・エス・エ

ス 
500 

（株）エス・エス・エ

ス 
500 

 サンオーインダストリ

アル デ メキシコS.A. 

DE C.V. 

289 

サンオーインダストリ

アル デ メキシコS.A. 

DE C.V. 

230 

サンオーインダストリ

アル デ メキシコS.A. 

DE C.V. 

264 

 (   2,550千米ドル) (        1,950千米ドル) (        2,250千米ドル) 

    
 ハイセンインコーポ

レーテッド 
1,019 

ハイセンインコーポ

レーテッド（新社

名 サンオーアメリカ

インコーポレーテッ

ド 平成18年11月1日

付） 

     4,763 

ハイセンインコーポ

レーテッド 
3,289 

 (   9,000千米ドル) (        40,400千米ドル) (        28,000千米ドル) 

 STIサンオーインディア

LTD. 
440 

STIサンオーインディア

LTD. 
366 

STIサンオーインディア

LTD. 
413 

 (  169,398千ルピー) (         140,929千ルピー) (         154,736千ルピー) 

 サンオーインダストリ

ーズ（タイランド） 

CO.,LTD. 

138 

サンオーインダストリ

ーズ（タイランド） 

CO.,LTD. 

－ 
サンオーインダストリ

ーズ（タイランド） 

CO.,LTD. 

151 

 (   50,000千バーツ) 

P.T.サンオーインドネ

シア 
98 

(         －千バーツ) 

P.T.サンオーインドネ

シア 
119 

(         50,000千バーツ) 

P.T.サンオーインドネ

シア 
85 

 （  8,850,000千ルピア） 

広州三櫻制管有限公司 39 

（  9,250,000千ルピア） 

広州三櫻制管有限公司 38 

（        6,500,000千ルピア） 

 広州三櫻制管有限公司 38 

 (     345千米ドル) (        321千米ドル) (        321千米ドル) 

 従業員 4 

計 2,626

三櫻（無錫）汽車部件

有限公司 
179 

 (          12,000千元) 

三櫻（無錫）汽車部件

有限公司 
176 

(      12,000千元) 

  従業員 5 

計 6,301 

従業員 5 

計 5,022 

 なお、外貨建の保証債務は、決算

時の為替相場で円換算しており、

その外貨額は（ ）に記載してお

ります。 

なお、外貨建の保証債務は、決算

時の為替相場で円換算しており、

その外貨額は（ ）に記載してお

ります。 

なお、外貨建の保証債務は、決算

時の為替相場で円換算しており、

その外貨額は（ ）に記載してお

ります。 

 



項目 
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
前事業年度末 

（平成18年３月31日） 

※４．中間期末満期手形 ─────  中間期末日の満期手形の会計処理

については、当中間会計期間の

末日が金融機関の休業日でした

が、満期日に決済が行われたも

のとして処理しております。   

当中間会計期間末日の満期手形

の金額は、次の通りでありま

す。 

               

受取手形     79百万円   

支払手形    539百万円 

  

───── 

５．当座貸越契約 ───── 当社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行１行

と当座貸越契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当中間会計

期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

  当座貸越極度額 500百万円

  借入実行残高 －百万円

 差引額 500百万円

   

当社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行１行

と当座貸越契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当期末の借

入未実行残高は次のとおりであり

ます。 

  当座貸越極度額 500百万円

  借入実行残高 －百万円

 差引額 500百万円

   

※６．消費税等の取扱い ─────  仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性

が乏しいため、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

───── 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （百万円） （百万円） （百万円） 

※１．営業外収益の主要項目    

受取利息 

受取配当金 

受取地代家賃 

為替差益 

6  

222  

4  

60  

 8 

 149 

 4 

 22 

 12 

 303 

 8 

 132 

※２．特別利益の主要項目    

投資有価証券売却益 －   －   1,284 

※３．特別損失の主要項目    

機械及び装置除却損 

建物他除却損 

投資有価証券評価損 

33 

1 

－ 

 32 

 －  

 71 

 92 

  －  

  －  

４．減価償却実施額    

有形固定資産 

無形固定資産 

865  

0  

 872 

 0 

 1,832 

 0 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加285株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

   普通株式の自己株式の株式数の減少81,000株は、新株予約権等の行使による自己株式の処分による減少でありま  

す。 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 670,096 285 81,000 589,381 

合計 670,096 285 81,000 589,381 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械及
び装置 

97 27 71 

その他 294 172 122 

合計 391 199 193 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械及
び装置

97 37 61 

その他 312 163 149 

合計 410 200 210 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額  

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械及
び装置

97 32 66 

その他 260 148 111 

合計 357 180 177 

 ２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額

等 

  未経過リース料期末残高相当額 

  （百万円）

１年内 63

１年超 135

合計 198

 （百万円）

１年内 69

１年超 146

合計 215

 （百万円）

１年内 63

１年超 119

合計 182

 ３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

  (百万円)

支払リース料 41

減価償却費相当額 39

 支払利息相当額 2

 (百万円)

支払リース料 41

減価償却費相当額 39

 支払利息相当額 2

 (百万円)

支払リース料 78

減価償却費相当額 74

支払利息相当額 4

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損

失はありません。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

  

  

（減損損失について） 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

  

  

（減損損失について）  

同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

（１株当たり情報） 

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は 

    以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 

  870円16銭 

１株当たり純資産額 

     924円49銭

１株当たり純資産額 

      907円38銭

１株当たり中間純利益金額 

  27円65銭 

１株当たり中間純利益金額 

    26円09銭

１株当たり当期純利益金額 

    74円14銭

潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額            27円59銭 

潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額            26円03銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額            73円91銭

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益金額    

 中間(当期)純利益（百万円） 979 951 2,753 

 普通株主に帰属しない金額 

 （百万円） 
－ － 59 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (59) 

 普通株式に係る中間(当期)純利益 

 （百万円） 
979 951 2,694 

 期中平均株式数(千株) 35,387 36,465 36,339 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益金額 
   

 中間(当期)純利益調整額 

 （百万円） 
－ － － 

 普通株式増加数(千株) 81 84 113 

 （うち新株予約権(千株)） (81) (84) (113) 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

新株予約権１種類(新株

予約権の数3,896個)。 

なお、これらの概要は

「第４ 提出会社の状

況」、１ 株式等の状

況、(2)③新株予約権等

の状況」に記載のとお

りであります。 

───── ───── 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社は、平成17年10月27日開催の取

締役会において、当社子会社である

ハイセン インコーポレーテッドに

対し、同社の運転資金需要への対応

と財務内容の健全化のため、増資

10,000千米ドルの単独での引受を決

議し、平成17年11月18日に払込みを

行いました。 

───── ───── 



(2）【その他】 

平成18年11月24日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………255,658,333円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………７円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成18年12月11日 

（注） 平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第98期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月28日関東財務局長に提出 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

平成18年８月11日関東財務局長に提出 

平成18年６月28日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月22日

三櫻工業株式会社    

 取締役会 御中  

 至誠監査法人  

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 能見 孟俊  印 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 吉村 智明  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三櫻工

業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、三櫻工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月22日

三櫻工業株式会社    

 取締役会 御中  

 至誠監査法人  

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 能見 孟俊  印 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 大石 達夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三櫻工

業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、三櫻工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月22日

三櫻工業株式会社    

 取締役会 御中  

 至誠監査法人  

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 能見 孟俊  印 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 吉村 智明  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三櫻工

業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第98期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、三櫻工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月22日

三櫻工業株式会社    

 取締役会 御中  

 至誠監査法人  

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 能見 孟俊  印 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 大石 達夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三櫻工

業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第99期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、三櫻工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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